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佐野市アリーナたぬま等７施設指定管理者募集要項 

 

 佐野市が設置している、佐野市アリーナたぬま(以下「アリーナたぬま」という。)、佐野市

生農業者トレーニングセンター（以下「トレーニングセンター」という。）、佐野市葛生武

道館（以下「葛生武道館」という。）、佐野市中運動公園（以下「中運動公園」という。）、

佐野市田沼グリーンスポーツセンター（以下「田沼グリーンスポーツセンター」という。）、

佐野市田沼総合運動場（以下「田沼総合運動場」という。）、佐野市田沼西運動場（以下「田

沼西運動場」という。）の７施設（以下「指定施設」という。）について、佐野市公の施設に

係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第２条の規定に基づき、指定施設の設置目的を

効果的かつ効率的に達成することができる指定管理者を募集します。 

 

１．指定施設の概要等  

本指定施設は、市民の健康増進、体位及び体力の向上を図ることを目的として設置されて

います。 

（１）DAIKYOアリーナ佐野（アリーナたぬま） 

① 所 在 地   佐野市戸奈良町21番地 

② 開設時期   平成１６年１月 

③ 規  模   敷地面積  13,456㎡ 

             延床面積  本 体 4,366.85㎡  大 庇 352.47㎡ 

                  合 計 4,719.32㎡ 

             建築面積  本 体 3,802.09㎡  大 庇 352.47㎡ 

                  合 計 4,154.56㎡ 

  ④ 構  造   本  体  鉄筋コンクリート造 一部鉄骨造２階建て  

                    大 庇 鉄骨造平屋建て 

  ⑤ 施設内容   １  階  メインアリーナ（48ｍ×32.5ｍ＝1,560㎡）  

                 ・バスケットボールコート ２面 

                 ・バレーボールコート   ３面 

                 ・バドミントンコート  １０面 

                 ・卓球台        １８台 

                  サブアリーナ （19ｍ×32.5ｍ＝617.5㎡） 

                 ・バスケットボールコート １面 

                 ・バレーボールコート   １面 

                 ・バドミントンコート   ３面 

                 ・卓球台         ３台 

管理室、チャイルドルーム、医務室、放送室、トイ

レ、更衣室、器具庫、倉庫、ホワイエなど 

           ２  階   トレーニング室、会議室、観客席、トイレ、ランニン 

グコース 

           駐 車 場  263台（内おもいやり駐車スペース7台） 

自転車置場  30台 
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（２）トレーニングセンター 

① 所 在 地   佐野市あくと町３０９２番地 

  ② 開設時期   昭和５９年３月 

  ③ 規  模   敷地面積４，１３２㎡ 

           建築面積１，３８８㎡ 

           延床面積１，１９０㎡ 

  ④ 構  造   鉄骨地上１階 

  ⑤ 施設内容   アリーナ 

           ・バスケットボールコート １面 

           ・バレーボールコート   ２面 

           ・バドミントン      ３面 

           ・卓球台         ６台 

管理室・更衣室・トイレ・駐車場（普通車用約５０台） 

（３） 生武道館 

① 所 在 地   佐野市嘉多山町３６２３番地１ 

② 開設時期   昭和５９年３月 

  ③ 規  模   敷地面積４，３８１㎡ 

           建築面積  ５８８㎡ 

           延床面積  ５８８㎡ 

  ④ 構  造   木造平屋１階 

  ⑤ 施設内容   柔剣道場 

           ・剣道場 １面 

           ・柔道場 １面  

            和室・湯沸室・更衣室・トイレ・駐車場（普通車用約２０台） 

（４）中運動公園 

① 所 在 地   佐野市中町３４５番地１ 

② 開設時期   昭和５５年３月 

  ③ 規  模   敷地面積７１，０００㎡ 

  ④ 施設内容   野球場（硬式可）   １面 

           多目的競技場     １面 

           ・軟式野球      ２面 

           ・サッカーコート   １面 

           ・４００ｍトラック  １面 

           テニスコート クレー：６面 

           プール（５０ｍ、幼児用、スライダープール、プール管理棟） 

※プールは現在休業中で再開見込無し 

           トイレ・公園管理棟・駐車場（普通車用約１２０台） 
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（５）KONOIKEグリーンフィールド（田沼グリーンスポーツセンター） 

① 所 在 地   佐野市戸室町１５９２番地２ 

② 開設時期   平成６年 

  ③ 規  模   敷地面積   １５０，０００㎡ 

  ④ 施設内容   野球場（硬式可） 

           敷地面積  １４，３６８．７９㎡ 

           仕  様  内野：クレー舗装 外野：芝舗装 

                 メインスタンド：ＲＣ造 収容人員 ３３９人 

                 バックスクリーン スコアボード 

           多目的競技場（夜間照明塔６基有） 

           ・軟式野球    ２面 

           ・サッカーコート １面 

           敷地面積  ２１，０００㎡ 

           仕  様  競技場内：クレー舗装 スタンド：芝生 

           テニスコート 

           敷地面積  ６，０００㎡ 

           仕  様  クレー：６面 人工芝：２面 

           ゲートボール場 

           敷地面積  ２，８８０㎡ 

           仕  様  クレー：６面 

           管理施設 

           ・管理棟（ＲＣ構造）：４２２．５６㎡ 

           ・車庫及び倉庫（鉄骨構造）：１７０．０３㎡ 

           ・物置、格納庫、収納庫ほか 

           ・便益施設（トイレ５箇所ほか）、休養施設（四阿３箇所ほか）、 

園路及び広場等 

  

（６）田沼総合運動場 

① 所 在 地   佐野市田沼町１６００番地  

② 開設時期   昭和３９年 

③ 規  模   敷地面積 ３１，４４０㎡ 

④ 施設内容   陸上競技場兼野球場（夜間照明塔６基有） 

           ・陸上競技場 １面 

           ・軟式野球  ２面 

テニスコート クレー：３面 

           プール（管理棟・更衣室） 

           トイレ・駐車場 
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（７）田沼西運動場 

① 所 在 地   佐野市閑馬町３７０番地 

  ② 開設時期   昭和５３年 

③ 規  模   敷地面積 １０，７０８㎡ 

④ 施設内容   野球場 ２面（うち１面は夜間照明塔４基有） 

 

（８）利用状況 

   ※令和３年度から令和７年度までの利用人数及び利用料金等を以下に示します。令和

３年度については、新型コロナウイルス感染症の影響により、施設の利用を制限ま

たは利用を中止した期間があります。 

  

 ① アリーナたぬま 

ア 開館日数及び利用人数  

  区 分 

年 度 

開館日数 

（日） 

メイン及びサブ 

アリーナ（人）  

トレーニン

グ室（人） 

会議室 

（人） 

令和３年度 262 34,516 7,557 967 

令和４年度 308 55,961 8,075 594 

令和５年度 309 65,996 10,376 1,964 

令和６年度 308 70,923 12,840 2,013 

令和７年度 308 61,711 13,435 3,179 

 

      イ 利用料金収入 

   使用料   

年度 
利用料金（円） 

令和３年度 4,036,120 

令和４年度 4,874,530 

令和５年度 5,934,920 

令和６年度 6,885,080 

令和７年度 6,490,590 

 

② トレーニングセンター 

ア 開館日数及び利用人数 

  区 分 

年 度 
開館日数（日） 利用者数（人） 

令和３年度 260 5,547 

令和４年度 308 6,992 

令和５年度 309 9,855 
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令和６年度 308 9,846 

令和７年度 308 12,326 

 

    イ 利用料金収入 

   使用料   

年度 
利用料金(円) 

令和３年度 - 

令和４年度 310,280 

令和５年度 314,100 

令和６年度 328,140 

令和７年度 449,700 

 

  ③ 生武道館 

ア 開館日数及び利用人数 

  区 分 

年 度 
開館日数（日） 利用者数（人） 

令和３年度 260 1,208 

令和４年度 308 2,532 

令和５年度 309 2,897 

令和６年度 308 2,338 

令和７年度 308 1,985 

 

    イ 利用料金収入 

   使用料   

年度 
利用料金(円) 

令和３年度 - 

令和４年度 10,290 

令和５年度 12,110 

令和６年度 6,860 

令和７年度 21,170 

   

④ 中運動公園 

ア 開場日数及び利用人数 

  区 分 

年 度 

開場日数 

（日） 
野球場（人） 

多目的競技場

（人） 

テニスコート

（人） 

令和３年度 300 2,085 1,185 2 

令和４年度 308 5,838 4,171 0 
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令和５年度 360 8,162 4,238 16 

令和６年度 359 10,047 3,068 21 

令和７年度 359 7,941 3,632 0 

 

    イ 利用料金収入 

   使用料   

年度 
利用料金（円） 

令和３年度 75,450 

令和４年度 127,940 

令和５年度 111,430 

令和６年度 119,380 

令和７年度 107,540 

 

⑤ 田沼グリーンスポーツセンター 

ア 開場日数及び利用人数 

  区 分 

年 度 

開場日数 

  

（日） 

野球場 

（人） 

多目的競技場

（人） 

テニスコート

（人） 

令和３年度 300 5,544 3,993 2,723 

令和４年度 308 8,956 7,564 4,258 

令和５年度 360 10,467 35,031 4,843 

令和６年度 359 11,615 26,270 5,850 

令和７年度 359 13,105 29,126 5,809 

     

    イ 利用料金収入 

   利用料金   

年度 
利用料金(円) 

令和３年度 831,260 

令和４年度 1,202,510 

令和５年度 1,381,040 

令和６年度 1,434,715 

令和７年度 1,274,160 

 

  ⑥ 田沼総合運動場 

ア 開場日数及び利用人数 
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  区 分 

年 度 

開場日数 

  

（日） 

陸上競技場兼

野球場 （人）  

テニスコート

（人） 

令和３年度 300 2,163 1,179 

令和４年度 308 11,355 4,199 

令和５年度 360 19,217 3,902 

令和６年度 359 24,228 4,896 

令和７年度 359 13,664 3,805 

    

    イ 利用料金収入 

   利用料金   

年度 
利用料金(円) 

令和３年度 46,420 

令和４年度 146,110 

令和５年度 140,630 

令和６年度 91,020 

令和７年度 90,840 

 

⑦ 田沼西運動場 

ア 開場日数及び利用人数 

  区 分 

年 度 
開場日数（日） 利用者数（人） 

令和３年度 300 1,468 

令和４年度 308 2,139 

令和５年度 360 4,453 

令和６年度 359 7,994 

令和７年度 359 3,866 

     

イ 利用料金収入 

   利用料金   

年度 
利用料金(円) 

令和３年度 18,680 

令和４年度 29,410 

令和５年度 69,510 

令和６年度 100,625 

令和７年度 39,300 
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２－１．応募資格 

   応募資格は次の各号を全て満たすものとし、指定管理開始前及び開始後において、資

格を失効または取得できず、市が指定を取り消すときは、その損害の賠償を請求する場

合があります。 

（１）令和８年４月１日現在、設立後３年以上経過している法人その他の団体（以下「団

体」という。）であること。 

（２）団体又はその代表者が、次に掲げる事項に該当しないこと。 

    ・市長、副市長若しくは教育委員会の教育長若しくは委員又は市議会議員が代表者

等の役員、顧問その他の職に就いている団体（資本金、基本金その他これらに準

ずるもの（以下「資本金等」という。）の２分の１を超える額を、その団体が出資

しているもの又はその団体に出資しているものを含む。）。ただし、市が資本金等

の２分の１以上を出資している団体及び公共的団体を除く。 

    ・会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続きの申立てをしている団体

又は民事再生法(平成11年法律第225号)に基づき再生手続き開始の申立てをして

いる団体。 

    ・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第２条に

規定する暴力団若しくはその利益となる活動を行う団体（以下「暴力団等」とい

う。）又は代表者その他の役員が同条第６号に規定する暴力団員若しくは暴力団

等の関係者である団体 

・佐野市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成17年9月26日

条例第237号）第13条第１項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から

起算して５年を経過しない団体。 

    ・地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４及び佐野市競争入札参加者

指名停止要綱の規定に該当するもの。 

・国税、市税、県税に未納があるもの（納期限が到来していない場合を除く）。 

（３）次に掲げる各号のいずれかを満たすこと。 

・指定管理者として複数の体育施設を一括管理する実績を有すること。 

・ＰＰＰ／ＰＦＩ事業による体育施設の維持管理・運営の実績を有すること。 

   （※指定管理者制度は除く。） 

  （４）複数の企業により構成される共同事業体（コンソーシアム）である場合は、次の用

件を満たしていること。 

・構成員が本施設の指定管理者の応募にあたり、他の共同事業体の構成員としてま

たは単独での応募を行っていないこと。 

・共同事業体内の責任の所在及び業務分担等を明確化するために、構成団体間で「共

同事業体協定書兼委任状」を締結するものとする。 

・代表者を含む構成員すべてが、応募資格の(1)及び(2)の要件を満たしていること。

また、応募資格の(3)の要件は、条件を満たす構成員がグループ内に含まれること。 
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２－２．応募時点の要件 

令和５年７月１日から募集開始日（令和８年７月１日）までの期間において、市長、副市

長若しくは教育委員会の教育長若しくは委員又は市議会議員が、応募団体(※)の代表者等

の役員、顧問その他の職に就いていたことがある場合は、指定管理者の候補者として選定

しません。 

 

※ここでいう「応募団体」とは、佐野市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関す

る条例第２条の２第１項第１号の「欠格事由」に該当する団体に準じます。 

したがって、 

①「資本金等の２分の１を超える額を、その団体が出資しているもの又はその団体に出

資しているもの」を含みます。 

②「市が資本金等の２分の１以上を出資している団体及び公共的団体」は除きます。 

 

【留意事項】 

本要件は応募時点での要件とし、指定管理者の候補者として選定された後は、本要件は適

用しません。 

（例）指定管理者の候補者として選定された日以降に行われた市長選挙、市議会議員選挙に

おいて当選した者が、令和５年７月１日から募集開始日（令和８年７月１日）までの期間

に申請団体の代表者等の役員、顧問その他の職を務めていた場合であっても、欠格とはな

りません。 

ただし、手続条例第２条の２第１項第１号の「欠格事由」は引き続き適用されます。した

がって、新たに市長や市議会議員に当選した者が、指定管理者である団体等（指定管理者

候補者も含む）の役員等に現職として就いている場合、市長や市議会議員に就任する日の

前日までに当該役員等を辞職しないと、手続条例第２条の２第１項第１号の「欠格事由」

に該当し、指定管理者である団体等は欠格となることから、指定が取り消されることとな

ります。 

 

 

３.指定期間 

   令和９年４月１日～令和１４年３月３１日までの５年間とします。 

   ただし、佐野市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第13条に基づ

き、指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の

停止を命ずることがあります。 

なお、この指定期間は議会の議決により変更になる場合があります。 
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４.指定管理者が管理する施設の管理基準 

指定管理者は次に掲げる管理基準に従い、指定施設の適正な管理を行うものとします。 

（１）利用時間及び休館(場)日 

佐野市体育施設条例及び佐野市都市公園条例で定める日。 

ただし、指定管理者が特に必要があると認めるときには、市長の承認を得て利用 

時間の変更、又は休館(場)日の変更、あるいは休館(場)日を臨時に定めることができ

ます。 

  （２）関係法令等の遵守 

     関係法令及び条例等を遵守し、指定施設の適正な管理を行うこととします。 

    ① 地方自治法や労働関係法令、佐野市体育施設条例及び佐野市都市公園条例など

の関連する法令等を遵守し、業務を行ってください。 

    ② 指定管理者が行う利用の許可などの条例に基づく処分については、佐野市行政

手続条例が適用されます。 

  （３）質の高いサービスの提供 

     公の施設である指定施設の設置目的と役割を十分に理解し、利用者の意思及び人

格を尊重し、常にその立場に立ったサービスを提供できるよう、物的能力及び人的

能力の確保に努めてください。 

     また、指定施設の設置目的等を損なわない範囲で、指定管理者自らが自主的にサ

ービスを提供することができます。ただし、その場合は、市と協議してください。 

  （４）平等・公平な取扱い 

     指定施設は、市民の福祉を増進させる目的をもってその利用に供するための「公

の施設」であり、その利用に際しては平等かつ公平な取扱いをしてください。また、

「正当な理由」がない限り、施設の利用を拒むことはできません。   

（５）適切な施設の維持管理 

     施設設備及び備品について、施設の機能を最大限発揮できるよう、適切な維    

持管理を行ってください。 

     また、指定施設の設置目的等を損なわない範囲で、原則、指定期間終了時に原状

回復することを条件に、指定管理者が自主的に施設・設備の一部を変更、改修、整備

することができます。ただし、その場合は、市と協議してください。 

  （６）守秘義務 

     指定施設の管理運営上知り得た秘密を第三者に漏らしたり、自己の利益のために

利用することはできません。指定期間が終了した後、又は指定の取消後も同様です。   

（７）個人情報の保護 

     指定管理者が行う公の施設の管理に係る個人情報の取扱いについては、個人情報

の保護に関する法律（平成15年法律第57号）の規定が適用されます。個人情報の取

扱いに関する管理規定を定めるなど、個人情報の保護対策を十分に行ってください。 

  （８）情報公開 

     佐野市情報公開条例（平成17年佐野市条例第8号）の規定に基づき、業務上    
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作成し、又は取得した文書等について、適切な情報公開が行えるよう、必要な措置

を講じてください。 

  （９）文書等の管理について 

     指定管理業務を円滑に実施するため、指定管理業務を開始する一定前の時期まで

に、文書等の管理に関する規程及び管理帳簿書類を作成し、適切に管理・保存して

ください。また、指定期間終了後に、市の指示に従い引き渡してください。 

  （10）防災・安全対策の実施及び非常時の危機管理体制の確立 

     利用者の安全を確保するため、適切な防災・安全対策を講じてください。また、

地震などの災害や事故・事件などの発生時において、市をはじめ警察・消防等との

連携をとりながら適切に対応できるよう、万全の危機管理体制を確立してください。

なお、大規模な災害が発生した場合は、市の災害対策に協力してください。 

  （11）市及び教育委員会等が実施する事業への協力 

     市及び教育委員会等が指定施設において実施する事業については、積極的に支援、

協力してください。なお、アリーナたぬまは選挙時、選挙本部及び開票場となる可

能性があることから、施設の開放について協力をしてください。また、選挙準備及

び開票準備並びに選挙事務終了後作業に関しても同様とします。 

（12）インボイス制度への対応 

消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）への対応については、市と調整

の上、適切に実施してください。 

実施内容については、以下のとおりです。 

・現行の区分記載請求書の記載事項に加えて、登録番号、適用税率、税率ごとに区分

した消費税額等を記載した適格請求書（インボイス）を買手である事業者に交付し

てください。 

・交付したインボイスの写しを約７年間保存してください。 

  （13）ネーミングライツ（施設命名権） 

 指定期間中に、ネーミングライツパートナー契約に基づく愛称を用いることにな

った場合は、指定管理者は変更された愛称を使用してください。また、施設の命名権

に付随してネーミングライツパートナーが実施することができる権利がある場合は、

その円滑な実施に向け協力してください。 

  （14）環境問題への取組み  

     地球規模の環境保全のため、市が取組んでいる省エネルギー、省資源等への取組

みに協力してください。 

  （15）調査・報告への協力 

     指定施設に係る市、県、国等が実施する各種調査・報告については、速やかに対

応してください。 

※詳細は業務仕様書を参照してください。 
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５.指定管理者が行う業務の範囲 

   指定管理者が行う業務の範囲は、次のとおりとします。なお、業務の全部を第三者に

委託し、又は請け負わすことはできません。また、業務の一部を第三者に委託する場合

は、事前に市との協議が必要です。 

 （１）施設の運営に関すること 

    ①人員配置 

    ②職員の研修 

    ③施設、器具類の貸付 

    ④利用料金に関する業務 

 （２）利用の許可等に関すること 

    ①利用申し込みの受付、許可等 

    ②利用の変更、取り消し等 

    ③特別の設備の設置等の許可 

    ④アリーナたぬまトレーニング室ビギナー講習会の実施 

   ※ 令和９年３月３１日以前において、受付した予約及び年間利用調整により許可し

た大会などは引き継ぐこととし、管理者の変更により利用者が不利益を被らない

ようにしてください。 

※ 指定管理期間最終年度における翌年度利用予約に係る利用料金収入は預かり金と

して適切に保管し、市又は市が指定するものに引き渡すこと。 

   ※ 市民等がアリーナたぬまトレーニング室を利用する場合は、事前に「アリーナた

ぬまトレーニング室使用許可証」を受けた者を条件としています。トレーニング

室利用希望者に対し、トレーニングの基礎知識、機器の取扱い習得を目的として

実施していただく業務です。トレーニング室ビギナー講習会については、業務仕

様書別紙９を参考に提案してください。 

 （３）施設及び設備の維持管理に関すること 

    ①施設・設備等保守点検業務 

    ②施設・設備の修繕業務 

    ③清掃業務及び植栽の管理業務 

    ④保安警備業務 

   ※ 田沼グリーンスポーツセンターの西側河川敷区域及び西側堤防天端・法面区域に

ついては、田沼グリーンスポーツセンターの施設の敷地ではありませんが、指定

管理業務の付随業務として、当該緑地の維持管理について別途業務委託として行

っていただきます。 

 （４）その他 

    ①緊急時の対応 

    ②事業の広報等 

    ③各種要望やクレーム対応処理 

※詳細は業務仕様書を参照してください。 
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６.リスク分担 

   社会情勢や環境の変化などに伴い、新たな経費等を要することとなった場合、その負

担については、原則として次の表に掲げる内容に基づくものとします。なお、リスク分

担表に無い項目や、内容に疑義が生じた場合は、両者協議のうえ解決するものとします。 

 

リスク分担表 （負担者に○） 

No 項  目 リ ス ク 分 担 の 内 容 

負 担 者 

市 
指 定 

管理者 

1 
募集要項 

仕様書 

募集要項、仕様書等、市が作成した内容の誤り、変更に関

するもの 
○  

2 応募 

事業計画書等、指定管理者が提案した内容の不備、誤りに

関するもの 
 ○ 

応募費用に関するもの  ○ 

3 法令等の変更 
施設の管理・運営に影響を及ぼす法令の変更によるもの ○  

指定管理者自身に影響を及ぼす法令の変更によるもの  ○ 

4 物価・金利の変動 物価・金利の変動による経費・収入の変動  ○※ 

5 需要変動 施設競合等による需要の変動  ○ 

6 

施 設 

設 備 

の損傷 

修繕等 

費用 

施設・設備等の劣化及び特定できない第三者による行為 

（３０万円未満のもの） 
  ○ 

アリーナたぬま内のトレーニング器具の劣化及び特定でき

ない第三者による行為 
 ○ 

各施設の備品の劣化及び特定できない第三者による行為  ○ 

車両及び作業用機械の劣化及び特定できない第三者による

行為 
 ○ 

施設等の劣化及び特定できない第三者による行為（上記以

外のもの） 
○  

指定管理者の責めに帰すべき事由による事故・火災等によ

る施設等の損傷 
 ○ 

市の責めによる事故・火災等による施設等の損傷 ○  

管理上の瑕疵による損傷  ○ 

施設の構造上の瑕疵によるもの ○  

7 
行政的理由によ

る事業の変更 

行政的理由により業務の全部又は一部を中止、若しくは業

務内容を変更したもの 
○  

8 計画変更 

市の指示によるもの ○  

上記以外（指定管理者の提案を受け、市の承認を得たもの

を含む） 
 ○ 
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9 許認可遅延 
市が取得すべきもの許認可取得の遅延、失効等 ○  

上記以外のもの  ○ 

10 運営リスク 

管理上の瑕疵による業務中止など  ○ 

市が所有する施設・機器の構造上の瑕疵を原因とする改修

等による経費の増加、業務中止など 
○  

指定管理者の提案による自主事業等に関わるもの  ○ 

11 セキュリティ 
指定管理者の警備不備による情報漏えい・犯罪発生等  ○ 

上記以外のもの ○  

12 第三者への賠償 
指定管理者の責めに帰すべきもの  ○ 

上記以外のもの ○  

13 事業運営 

指定管理者の事由による事業内容・用途の変更等に伴う、 

事業の遅延、運営費の増加に関するもの 
 ○ 

市の事業内容・用途の変更等に伴う、事業の遅延、運営費

の増加に関するもの 
○  

14 利用者への対応 

管理業務内容に対する施設利用者等からの反対、訴訟、要

望に関するもの 
○  

地域・住民への対応、協調  ○ 

管理業務に関し施設利用者への対応に関するもの  ○ 

15 不可抗力 天災・暴動等による履行不能等 ○  

16 債務不履行 
指定管理者の事業放棄・破綻によるもの  ○ 

市の方針転換、その他手続の遅延等によるもの ○  

17 事業終了時 指定管理業務終了時の撤収、現状復帰に関する経費  ○ 

※公共料金等の他からの調達が困難なものの価格上昇や、著しい価格上昇等により管理の継

続が困難と認められる場合に限り、協議により市が負担します。 

 

7. 指定管理料等について 

  （１）指定管理者は、会計年度（４月１日から翌年の３月３１日）ごとに市が支払う指定

管理料により、管理基準及び業務の範囲に定める全ての管理運営を行います。 

    ① 指定管理料の予定金額 

      指定の期間（５年間）の指定管理料は、次に掲げる金額以内とします。なお、こ

の提示した金額又は事業者より提案された金額は、議会の議決により変更になる

場合があります。 

指 定 管 理 料 ：４３９,３４５,０００円（５年間の指定管理料上限） 

② 市が支払う指定管理料に含まれるもの 

     ・人 件 費 

・物 件 費 {消耗品費、修繕費（施設設備については１件につき３０万円未満、

トレーニング器具や施設の備品、車両及び作業用機械については
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全額）、光熱水費、保守点検、維持管理に要する経費} 

      ※車両に関しては3台ありますが、うち1台、2tダンプが経年劣化によ

り令和9年度に現在の車両の廃車、購入分を含んでおります。指定

管理期間の終了後は当該車両は施設備品として残置することにな

ります。 

・事 務 費 

・事 業 費 

    ③ 物品の貸与 

      業務に要するもので施設に付帯している主要な物品については、市が無償で貸

し付けますが、車両に関しては自動車検査登録制度の更新等に係る費用は指定管

理料に含まれます。 

  （２）指定管理料は、会計年度ごとに市と指定管理者の協議に基づき決定します。なお、

原則的には提出された収支計画書が指定管理料のベースとなります。 

  （３）原則として指定管理料は精算しませんが、例外的に光熱費など経費が大きく増減

することが見込まれるものについては、収支計画書との乖離が発生した場合協議

のうえ、精算を行う協定を結ぶこととします。 

  （４）施設の利用料金は、指定管理者の収入となります。 

（５）市が提案を求め、（又は指定管理者が提案し）審査により市が認めた指定管理者 

が行う事業の収入は、指定管理者の収入となります。 

  （６）各年度の業務収支報告書において、指定管理料を含めた収入の合計額が、管理運

営経費を含めた支出の合計を上回る場合で、その収支差額が予め合意した収支予算

書の指定管理料の3％を上回った場合にはその超過した額の50％を原則市に還元す

ることとします。 

（７）指定管理料は、会計年度ごとに指定管理者の請求に基づき四半期ごとに分割して

支払います。支払い時期や額、方法は「年度協定」で定めます。 

  （８）市では今後、使用料等の見直しを実施する可能性があります。そのため、指定期間 

中に施設の利用料金等が変更になる場合があります。施設の利用料金等が変更にな

った場合は、市民への周知活動を市と協力して行うとともに、収入の増減があった場

合は次年度の指定管理料について協議を行うものとします。（指定管理料を変更する

場合があります。） 

  （９）指定期間中に施設等の更新や休止・廃止等する場合は指定管理料を変更する場合 

があります。 

（10）法人税等について 

     指定管理者は、①法人等にかかる市民税、②新たに設置した事業用資産にかかる

固定資産税（償却資産）等の納税義務者となる可能性がありますので、①について

は佐野市役所市民税課、②については佐野市役所資産税課にお問い合わせください。 

     なお、法人税、消費税等の国税については税務署、法人等にかかる県民税・事業

税等の県税については、県税事務所へお問い合わせください。 
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8.審査基準・選定方法 

  （１）基本的な考え方 

     公の施設は、住民の福祉を増進する目的を持って、住民の利用に供するために普

通地方公共団体が設けるものです。また、指定管理者制度は、多様化する住民ニー

ズにより効果的、効率的に対応するため、施設の管理に民間の能力やノウハウを幅

広く活用しつつ、住民サービスの向上を図るとともに、コストの縮減等を図ること

を目的とするものです。 

     そこで、指定管理者制度の趣旨や施設の設置目的を十分に理解し、公正かつ適正

な管理運営の下、より効果的、効率的に管理運営を行うことができる指定管理者の

候補者を選定するため、次のとおり審査方法等を定めます。 

  （２）選定方法 

     提出された申請書の審査については、応募資格等に該当するかどうかを審査する

一次審査と、一次審査を通過した応募者について、事業計画書等の内容を審査する

二次審査を行います。二次審査は申請者からのプレゼンテーションを踏まえて採点

を行います。 

     審査は、副市長（委員長）、行政経営部長（副委員長）、総合政策部長、学識経験

者で構成する選定委員会において非公開で行います。（審査結果については、後日

公開いたします。） 

  （３）審査基準 

     一次審査及び二次審査の審査基準は次のとおりです。 
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一次審査（資格及び書類審査） 

No 審    査    項    目 

1 
令和８年４月１日現在、設立後３年以上経過している法人又はその他の団体（以

下「団体」という。）であること 

2 

市長、副市長若しくは教育委員会の教育長若しくは委員又は市議会議員が代表

者等の役員、顧問その他の職に就いている団体（資本金、基本金その他これら

に準ずるもの（以下「資本金等」という。）の２分の１を超える額を、その団

体が出資しているもの又はその団体に出資しているものを含む。）でないこと

（ただし、市が資本金等の２分の１以上を出資している団体及び公共的団体を

除く） 

3 

会社更生法(平成14年法律第154号)に基づき更生手続きの申立てをしている者

又は民事再生法(平成11年法律第225号)に基づき再生手続き開始の申立てをし

ている者でないこと 

4 
暴力団員による不当な行為の防止に関する法律第２条に規定する暴力団・暴力

団員及びその利益となる活動を行う者でないこと 

5 

佐野市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成17年９月

26日条例第237号）第13条第１項の規定により指定を取り消され、その取消しの

日から起算して５年を経過しない団体でないこと 

6 
地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の4及び佐野市競争入札参加者

指名停止要綱の規定に該当しない者であること 

7 国税、市税、県税に未納がないこと（納期限が到来していない場合を除く） 

8 

指定管理者として複数の体育施設を一括管理する実績を有すること 

またはＰＰＰ／ＰＦＩ事業による体育施設の維持管理・運営の実績を有するこ

と（指定管理者制度は除く。） 

9 
共同事業体である場合、募集要項に記載された共同事業体の要件を満たしてい

ること 

10 提出書類等が募集要項、業務仕様書の内容を満たしていること 

11 

業務仕様書に記載する管理運営に必要な免許・資格を有していること 

又は、指定管理者の候補者に選定された場合、速やかに必要免許・資格を取得

することが可能なこと 
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二次審査（提案内容等による審査） 

  事業者より提出された事業計画書を審査し、選定委員会当日に行われるヒアリングの内

容を加味して採点、選定を行います。審査における基準及びその観点は次のとおりです。 

審査基準及び審査の観点 配 点 

（１）利用者の平等な利用が確保できること 

  ①平等利用を確保するための体制、モニタリング 

  ②情報公開、広報の方策 

１０ 

（２）事業計画の内容が施設の効用を最大限に発揮できるものであること 

  ①利用者に対するサービス向上の方策 

  ②サービスの質を確保するための体制や利用者ニーズ、苦情などの把

握方法及び対応方策など 

  ③利用促進・利用者を増やすための方策 

  ④利用者への新規提案事業（スポーツ教室等）の内容 

  ⑤提案内容の実現性 

２５ 

（３）事業計画の内容が管理経費の縮減が図られるものであること 

 ①「管理経費の縮減」に対する基本的な考え方 

（理解度、取組姿勢など） 

  ②指定管理料の設定額、妥当性（サービスとコストのバランスなど） 

  ③収支計画の妥当性 

１５ 

（４）施設の管理運営を安定して行う物的能力、人的能力を有してい 

ること 

①応募団体の経営状況 

②当該公の施設に類似するあるいは関連する事業、業務などの管理実

績、知識 

③管理体制や人員配置の妥当性 

④組織及びスタッフ（採用予定者も含む）の経歴、保有する資格、 

   ノウハウ、専門知識等を有しているか 

  ⑤スタッフの育成に対する取り組み 

⑥リスクへの対応能力（防止策、資金力、賠償能力） 

３０ 

（５）利用者の安全が確保できること 

  ①利用者の安全確保のためのチェック体制、方策 

  ②施設・設備の保守点検体制 

  ③防犯・防災に対する取り組み 

④事故の防止策（非常時の対応マニュアル等） 

２０ 
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9.選定結果の通知 

   一次審査の結果については、応募のあった事業者のうち、失格の場合のみ１０月上旬

までに文書で通知します。 

   二次審査の結果については、応募した全ての事業者に１１月上旬までに指定管理者の

候補者選定（不選定）通知書」を通知します。 

   なお、指定管理者の指定にあたっては、議会の議決を経て決定となります。 

「指定管理者の候補者選定通知」をもって、指定管理者として指定されることを約束す

るものではありません。 

 

10.基本協定・年度協定の締結 

   市議会における指定議案の議決後、従来の管理委託における委託契約書に代わるもの

として、市と指定管理者との協議に基づき、指定期間共通の①基本協定と、年度ごとに

決定する指定管理料の額や特記事項等について定める②年度協定を締結します。 

 

11.指定辞退等による損害賠償 

   指定管理者の候補者として選定された事業者は、正当な理由なく指定の辞退または協

定の締結を拒否した場合、市に生じた賠償責任を負うものとします。 

 

12.指定管理者の指定の取消し 

   適正な管理に重大な支障が生じ、又は生じる恐れがある場合は、指定管理者の指定を

取り消すことがあります。 

また、指定管理者は指定管理業務の継続が困難になる恐れが生じた場合には速やかに 

市に報告し、協議するものとします。 

 

13.指定までのスケジュール 

  （１）募集要項の公表・配布 

     令和８年７月１日（水）～令和８年８月２１日（金） 

     市ホームページに掲載。 

     次の窓口において配布いたします。 

     ・産業文化スポーツ部スポーツ推進課（佐野市高砂町1番地） 

     ※ただし、スポーツ推進課は、土・日曜日及び祝日を除く午前８時３０分から午

後５時までとします。質問の受付等についても同様です。 

  （２）現地説明会の開催 

     令和８年７月２７日（月） 午前９時３０分から 

     アリーナたぬま２階会議室において開催いたします。 

      参加希望者は、現地説明会参加申込書（添付書類６）を７月２１日（火）正午 

まで（必着）にスポーツ推進課まで郵送・FAX・電子メール又は持参により 

申込みをしてください。（申込みが、FAX・電子メールの場合は、電話で受信確認 
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の連絡を取ってください。）なお、参加者は１団体２名までとします。 

 （３）質問受付期間 

     令和８年７月２８日（火）～令和８年８月３日（月）午後５時必着 

      質問書（添付書類７）により質問の内容（１枚につき１件）を簡潔にまとめて、 

スポーツ推進課まで郵送・FAX・電子メール又は持参により提出してください。 

  （４）申請書受付期間 

     令和８年８月２４日（月）～令和８年８月２７日（木） 

      申請書の提出は、この期間内に直接申請書をスポーツ推進課窓口に持参してく

ださい。（郵送・FAX・電子メール等での受付はいたしません） 

  （５）一次審査（資格審査等）      令和８年９月上旬 

  （６）二次審査（提案内容等の審査）   令和８年１０月中旬 

  （７）選定結果の通知・公表       令和８年１０月下旬～１１月上旬頃 

      選定結果については、選定・不選定いずれの場合においても応募者全員に通知

し、指定管理者の指定については公表します。 

  （８）市議会へ指定議案を上程      令和８年１２月 

  （９）指定の通知            令和８年１２月下旬 

  （10）基本協定の締結          令和９年１月以降 

  （11）事務引継             基本協定の締結後 

  （12）年度協定の締結          令和９年４月１日（木） 

 

14.応募手続等 

  （１）申請書類等の提出方法等 

     市のホームページ又はスポーツ推進課で書類を入手し、スポーツ推進課へ直接提

出してください。（郵送、FAX、電子メール等での受付はいたしません。）申請受付

期間は、令和８年８月２４日（月）～令和８年８月２７日（木）までとします。（た

だし、受付時間は午前８時３０分から午後５時までです。）なお、応募者から提出さ

れた書類は、公正な競争を妨げないようにするため、審査期間内は非公開とすると

ともに、一度提出された事業計画や管理運営費などの根幹に関わる内容の変更は認

めません。 

  （２）提出書類 

     別紙「提出書類一覧」及び「提出書類様式」のとおり 

  （３）質問の受付・回答 

     質問受付期間（令和８年７月２８日～令和８年８月３日）に受理し、その内容が

公正な競争のため応募者全員に公表すべきと判断したものについては、現地説明会

参加者名簿に記載された全事業者に公表します。応募事業者からの質問事項及び回

答については現地説明会の参加者名簿を基本に行いますので、現地説明会に参加を

お願いします。なお、現地説明会に参加できなかった応募事業者については、スポ

ーツ推進課にご照会ください。 
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  （４）申請にあたっての留意点 

    ① 接触の禁止 

      審査委員、市職員その他本件関係者に対し、本件提案の審査に影響を与えるお

それのある接触を禁止します。 

なお、当該接触が認められた場合には、失格となることがあります。 

② 重複申請の禁止 

      １団体の申請は１施設につき１つとし、複数のグループの構成団体として同一

の施設について申請することはできません。又、グループで申請を行った場合、

グループを分割し又は個々の団体として同一施設に申請することはできません。 

     団体又はグループが他の施設について申請することは差し支えありません。 

③ 申請内容変更の禁止 

      申請書類等の内容を変更することはできません。（軽易なものを除く） 

④ 虚偽の記載をした場合の無効 

      申請書類等に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 

⑤ 申請書類の取扱い 

      申請書類等は理由の如何にかかわらず返却しません。 

⑥ 申請の辞退 

      申請を行った後に辞退する際には、辞退届（様式任意）を提出してください。 

⑦ 費用負担 

   申請に関する費用は、すべて申請者の負担とします。 

⑧ 提出書類の取扱い・著作権 

   申請書類等の著作権は、各申請者に帰属します。なお、本施設の管理運営に関し 

公表する場合、その他市が必要と認める場合には、申請書類の全部又は一部を無償

で使用できるものとします。 

⑨ 追加書類の提出 

   市が必要と認める場合は、追加書類の提出を求める場合もあります。 

⑩ 資料等の目的外使用の禁止 

      市が提供する資料は、申請にかかわる検討以外の目的で使用することを禁じま

す。また、この検討の目的の範囲以内であっても、市の了解を得ることなく第三

者に対して、これを使用させたり、又は内容を提示することを禁じます。 

⑪ 公文書 

      申請書類は、佐野市情報公開条例（平成17年佐野市条例第8号）第２条に定める

公文書にあたり、情報公開の対象になります。 

 

15.問い合わせ先及び書類の提出先 

  （１）問い合わせ先 

      佐野市産業文化スポーツ部スポーツ推進課（担当：スポーツ施設係） 

      〒３２７－８５０１  佐野市高砂町１番地 佐野市役所３階 
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      電 話：０２８３－２０－３０４９ 

ＦＡＸ：０２８３－２０－３０２９ 

      e-mail：spkanri@city.sano.lg.jp 

  （２）書類の提出先 

      佐野市産業文化スポーツ部スポーツ推進課 

 〒３２７－８５０１ 

栃木県佐野市高砂町１番地 佐野市役所３階 

 電 話：０２８３－２０－３０４９ 

 


